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本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「次世代洋上直流送電システム開発事業」（中間評価）の研究評価委員会分科会

（平成２９年１０月１０日）及び現地調査会（平成２９年９月４日 於 東京電力ホールデ

ィングス株式会社 経営技術戦略研究所）において策定した評価報告書（案）の概要であり、

ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第５５回研究評価委員会（平

成３０年３月１６日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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「次世代洋上直流送電システム開発事業」（中間評価） 

評価概要（案） 

 

１．総合評価 

 近い将来に世界的に市場が形成されると予測される洋上直流送電システムを扱う本事業

は、洋上風力の市場動向や技術動向にマッチしており、その実用化・事業化の目的や意義は

妥当であり、実現できれば経済効果は大きい。技術力及び事業化能力を十分に有する実施者

が選定されているとともに、ワーキンググループや検討会等を通じて、適切に進捗が管理さ

れている。全体として概ね順調に開発が進んでおり、特に要素技術である直流遮断器、ケー

ブル技術、敷設工法などにおいては、海外競争力を持つ優れた成果が得られている。 

 一方、多端子直流送電システムの導入に向けて、具体的な市場展開を考慮した有効な戦略

を検討する必要がある。また、実用化・事業化に向けては、性能面・コスト面・競合技術に

関して完全に見通しが立っている状況ではないので、システム開発と要素技術開発との情報

交換を密にし、課題を早期に解決することが望まれる。 

 なお、世界市場をにらんだ仕様標準化への取組や成果を広く社会に周知する積極的な情報

発信などを今後も推進することを期待する。また、欧州で先行するユーティリティ及びベン

ダの知見を早期に取り入れるなど、本事業の開発進捗を更に加速することが望まれる。 

 

２．各論 

２．１ 事業の位置付け・必要性について 

 我が国のエネルギー基本計画で謳われている再生可能エネルギーを導入拡大するために

は、陸上より風況がよい海上に洋上風力を設置する必要があり、洋上直流送電システムの開

発は、資源の少ない我が国において、日本近海の風力エネルギーを有効活用するために必要

不可欠な技術である。世界に通用する多端子直流送電のシステム技術と要素技術の開発を行

う本事業は、一民間企業や研究機関が担うには開発リスクを伴うこと、標準化やマルチベン

ダ化のために中立の公的マネジメント機関が必要とされていること及び現時点で市場が国

外に多い中で我が国が国際競争力を確保する必要があることから、NEDO 事業として妥当

である。 

 

２．２ 研究開発マネジメントについて 

 研究開発目標は、システム開発では既存の交流送電システムに対してコスト削減割合20%

という明確で挑戦的な設定がなされている。また、システム開発と要素技術開発が協調しな

がら、妥当なスケジュール及び研究開発費で実施する計画となっている。本事業に関係する

ユーザとメーカ双方を中心とした産官学の精通したメンバにより推進されており、実施体制

は妥当である。また、ワーキンググループや検討会等を経て、外部有識者のチェックとフィ

ードバックのもとに、個々の開発進捗状況が適切に管理されている。 
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 一方、システム開発と要素技術開発の連携が現時点では弱いと感じられるため、より緊密

な連携や相互の成果のフィードバックを望む。 

 また、現時点から海外ベンダとの関係構築を検討し、国際標準化を意識したマネジメント

を期待する。 

 

２．３ 研究開発成果について 

 ほぼ全てのテーマにおいて中間目標を達成している。システム開発においては、異メーカ

間の協力による検証が進められ、仕様及び試験環境を整えることができている。また、要素

技術開発においては、直流遮断器やケーブル技術、洋上プラットフォームなど世界的な競争

力を持つ技術もあり、今後の更なる開発が期待される。さらに、対外発表や知的財産権の確

保などの成果普及に対する取組も、実用化・事業化戦略に沿って適切に実施されている。 

 一方、システム開発での経済性評価については、直流連系より交流連系が経済的に優位と

いった結果となっており、コスト高の要因分析やコスト計算データの見直しを含めた再検討

が必要である。また、要素技術開発の達成度にばらつきが見られるので、最終目標達成に向

けて、進捗の度合いにより研究を加速させるなど戦略的に推進することを望む。 

 なお、成果の対外発表及び特許出願については、実用化・事業化戦略に沿って、更なる加

速が望まれる。 

 

２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

 多端子直流送電は世界の各国が開発を競い合っている重要なテーマである。今後、導入拡

大が見込まれる洋上風力事業を下支えするものであり、実現すればその市場規模から大きな

経済効果をもたらすことが期待できる。要素技術については、2022 年度から生産開始と国

内外案件での普及に向けたスケジュールが明確に示されており、直流遮断器などの要素技術

の性能面で優位性を確保し、他技術との差別化をはかれる見通しは大いにあり、業界及び企

業活動にも貢献することが期待できる。 

 一方、直流送電システム導入モデルのコスト面に関しては、交流送電システムに対する優

位性の見通しを早期に立てることが重要である。 

 今後、市場関係者のヒアリングなどを通じて、どの市場でどのような製品・サービスが優

位であるか、競争戦略を意識して、実用化・事業化を目指すことを期待する。 

  



 

4 

 

評点結果〔プロジェクト全体〕 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9  A B A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 1.9  C B B B C B A 

３．研究開発成果について 2.3  B B A B B B A 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し

について 
1.9  

C B B B B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0として事務局が 

数値に換算し算出。 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A 

・重要             →B 

・概ね妥当           →C 

・妥当性がない、又は失われた  →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

 

２．研究開発マネジメントについて 

 

４．成果の実用化・事業化に向けた取

組及び見通しについて 

・非常によい          →A 

・よい             →B 

・概ね適切           →C 

・適切とはいえない       →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当          →C 

・見通しが不明        →D 
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